
静岡県電子入札コアシステム市町共同利用
について

• 静岡県
地理・富士山・駿河湾・気候・人口

• 自己紹介
平成１４年度：民間→静岡県 入庁（電子県庁室）
平成１８年度：静岡県立総合病院 医療情報室
平成２１年度：静岡県 田子の浦港管理事務所
平成２３年度：静岡県 交通基盤部 技術管理課

• 静岡県共同利用電子入札システム
ＪＡＣＩＣ 電子入札コアシステム使用
平成１７年度 市町共同利用開始

静岡県交通基盤部

技術管理課 岩井

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　こんにちは（立礼）、静岡県　交通基盤部　建設支援局　技術管理課　の　岩井　と申します。
まず、私のおります。静岡県について紹介します。
　★地理的には、日本のほぼ中央にあり、　
一番高い山の富士山（3776ｍ）があり、一番深い湾の駿河湾（最新2500ｍ）があります。
　北に山、南に海がありあます。
　気候は、冬も比較的温暖です。
　人口は、約376万人です。　鳥　さんこうちょう　花　つつじ　木　もくせい。
次に、簡単に、自己紹介をいたします。
　★平成１４年度に民間企業経験者枠で、静岡県　電子県庁室に　入庁しました。これが公務員生活の始まりとなります。
　★平成１８年度に、県立総合病院　医療情報室に　異動（３年間）
　★平成２１年度に、田子の浦港管理事務所に異動（２年間）
　★平成２３年度に、現在の技術管理課に異動して　現在、５年目になります。
　ちなみに、出身は、東京、中野区弥生町で、歳は５０歳になります。
　民間においても、情報システム系で働いておりましたので、田子の浦港の２年間を除いては、
２４年間、情報システム関連で働いてきたことになります。
以上
　簡単ながら自己紹介となります。
　さて、今回、JACIC様より、電子入札コアシステムを使った共同利用の推進において、
情報提供をとの依頼を受け、この度の講演となりました。
あらためて、よろしくお願いいたします。
　ところで、ご来場の皆様にお尋ねいたします。
　ご来場の方で、国・自治体・その他団体の発注機関の方はどのくらいいらっしゃいますでしょうか？
挙手をお願いいたします。（ｍ—ｍ）
　はい、ありがとうございます。
　次に、自治体（都道府県・市町村等）の方は、どのくらいいらっしゃいますでしょうか、挙手をお願いたします。

　自治体の方々については、実務において参考になるところがあれば、幸いでございます。
また、入札参加者　様　システム関係の方におかれましては、自治体側の発注者・システム運用者の実情として参考になればと思います。

　これから、お話する「静岡県共同利用電子入札システム」について、簡単にご説明します。
　★ＪＡＣＩＣ様のコアシステムを使用しており、★平成１７年度から市町との共同利用を行っています。
　では、システムの変遷について、もう少し詳しくご説明します。★




システムの変遷

第2期システム（平成24年度-平成29年度）

第1期システム（平成16年度-平成23年度）
平成１６年度稼動 → 機器の老朽化

システム安定性の低下

・平成22年度～平成23年度開発 → 平成24年度稼動

・機器・ソフトウェアの更新（コアＶ5.1含→H27年度末 コアＶ5.3 ）
＊速度、処理可能件数の増 添付ファイル容量増
＊新しい入札制度に対応（委託系一般競争、事後審査等）

・LGWAN増強
＊LGWANSS→１００Mbps LGWANルータ。
＊H27年11月 ふじのくに自治体情報ネットワーク運用開始。

第３期システム（平成30年度から）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　第1期システムは、平成16年度に、県単独で、スタートし23年度までととなっております。
　★平成16年度から稼働システムは、平成23年度には機器の老朽化が進み、
　★安定性が低下してきました。
そこで、
　★平成22年度から23年度にかけて、再開発を行い平成24年度に第2期システムとして稼働しました。
ちょうど、第１期から第２期システムに更新する平成23年度に、私は異動してきました。
第2期システムは、平成２９年度末まで稼働する予定です。
このシステムは、全市町利用可能なシステムリソースを持っています。
第2期ｼｽﾃﾑは、
　★コアのバージョンについては、５．１で始まり、最終的には、平成27年度末に５．３にバージョンアップ予定を予定しています。
　システムリソースの増強を行うことで、処理速度、件数、添付ファイルの増量等の性能アップ行いました。
　また、事後審査など新しい入札制度に対応しました。
　★さらには、発注者側のネットワークであるＬＧＷＡＮについて、当時第のＬＧＷＡＮ第3次整備計画対応や、マイナンバー対応等により、ネットワークの増強整備を行っています。
　★今後は、平成30年度から、第3期システムの準備をして行くことになります。

以上が、システムの変遷になります。★




35市町との共同利用促進
５年間（＋１２市町参加）

事例 トピック
ネットワーク・物品等電子入札・公表用設計書

これから
第3期システム（Lgwan-Saas)とコア要望

静岡県電子入札コアシステム市町共同利用
とシステムについて

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・本日の本題である、当県の市町との共同利用について、次の3つに分けて、お話したいと思います。
まづ
★1番目としまして、当県では、全３５市町と共同利用協議会を設けて、共同利用を行っていいます。
★私が担当する５年間の共同利用推進活動で、２１市町から＋１２市町で、３２市町まで共同利用拡大することができました。
　のちほど、共同利用の促進について、Ｈ２４度から現在Ｈ２９年度まで経緯をおって、お話したいと思います。

★2番目として、共同利用を行うに当たっての様々な事がありました。その事例トピックについて、お話したいと思います。
　ネットワークに関する事、物品等電子入札の新規導入、公表用設計書公開などについて説明したいと思います。

★最後に、平成30年度稼働予定の第3期システムやコアシステムへの要望について
述べさせて頂く予定です。★





静岡県

静岡県 交通基盤部

技術管理課 岩井 聖
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

静岡県の市町といっても、イメージがわきにくいので、地図で示していきたいと思います。
これが静岡県の市町の状況になります。
★３５市町で構成されており、２政令市を含み２３市１２町となっています。
政令市　２市　として、浜松市と静岡市があります。
　西は市部が多く、町部は伊豆地区が多くなり、実にバラエティに富んでいます。★





平成23年度共同利用の状況

• 平成１７年度から共同利用開始（第1期システム）

全３５市町が電子入札共同利用者協議会に参加

■平成１７年度運用開始（5）
■平成１８年度運用開始（6）
■平成１９年度運用開始（9）
■平成２０年度運用開始（14）
■平成２１年度利用開始（17）
■平成２２年度利用開始（21）

Ｈ23.4.1現在
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平成２３年度は、情報収集と分析の年

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　共同利用の変遷について述べます。
平成１７年度より市町との共同利用を開始しています。
　★この中で、共同利用を行っている団体を正会員といい、ここでは、利用開始年ごとに色分けしてあります。
未利用の団体を準会員、白の所で示しています。

　私の赴任は、平成２３年度4月であり、第2期システム稼働を来年に控えその準備をしている段階でした。
赴任当時の状況は、この地図のとおりです。
　２１市町が共同利用を行っている状態で、
東部・伊豆地区に未利用団体のが多い状態でした。
　最初は、これ以上の共同利用の推進は、難しいのではとの思いもありあました。
　また、前任からもそのように、引き継いでいました。
　しかしながら、利用しない何らかの理由は、あるはずと考え、未利用市町の状況把握が必要とも思いました。
　また、手頃な規模の町に、新しい第2期システムで利用開始してもらえれば、参考事例（成功）として、突破口にできないかとも考えました。

　★平成２３年度は、情報収集と分析の年

町の状況は、どの未利用町も財政的に厳しく共同利用には厳しい況でした。
　　　　　ただそのなかで、注目したのが　★南伊豆町　です。
　　　　　　　南伊豆町は、　財政も人口も決して大規模ではないのですが、担当者と係長が、とてもやる気があり、革新的だとしりました。
　　　　　それなら、南伊豆町の導入事例は、今後、他の市町への良いデモンストレーション効果になりそうと思いここを突破口にしようと思ったのです。
　　　　　そこで、Ｈ２４年度の利用開始に向け、積極的にサポートして南伊豆町に働きかける事にしました。

また、市町訪問や調査をするにつれて、市町には、他にも、いろいろな要望をがあることも知りました。
　例えば、
　　・物品も電子入札化で行いたという要望があがりました。
　　　これは、入札契約事務を集中化している団体では特に強い要望でした。
　また、入札参加資格申請システムの共同利用にも強い要望がありました。

次に、第2期システムにおける同利用進展を話していきます。★



•第2期システム平成２４年度から平成２５年度まで

■平成１７年度運用開始（5）
■平成１８年度運用開始（6）
■平成１９年度運用開始（9）
■平成２０年度運用開始（14）
■平成２１年度利用開始（17）
■平成２２年度利用開始（21）
■平成２４年度利用開始（22）
■平成２５年度利用開始（25）
■平成２６年度利用開始（26）
■平成２７年度利用開始（28）
■平成２８年度利用開始（30）
■平成２９年度利用開始（32）

共同利用の推進

Ｈ27.5.1現在
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財政再建計画終了→新規事業の始め時

住民票コンビニ公布開始→人口カバー率95％

「しずおか電子申請」未利用→使えるシステム

河津町 人口も工事件数も少

河津町

牧之原市

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
★ここからは、Ｈ２４年度から　２年づつ区切って、２９年度まで説明します
　　★先ほども申しまたように南伊豆町を、共同利用開始の突破口とすべく、平成２４年度に共同利用を開始しました。
　　これにより、南伊豆町には、共同利用のノウハウ（運用基準や規則改定）と、利用事例ができていくことになります。
　　　また、様々な共同利用の基礎的なデータを、取得できることになります。このデータが、共同利用を促進する武器となっていきます。
　
　　　この南伊豆町の導入事例をとおして、お手元の（　○○ｐにある）促進資料の作成しました。
　　　（お手元の３つの配布資料をご確認ください）

　　　①南伊豆町の費用対効果「試算資料」、　これはエクセルの資料で、財政課を対象とする資料です。
　　　　シートの説明をします。
　　　　導入前年度の紙入札について、紙で行った時の経費と電子で行ったときの経費について計算しています。
　　　　紙で行ったときの人件費と紙を扱うのに必要な経費の合計と、電子で行ったときの人件費を基に、
　　　　一件当たりの削減費用を求めています。これに年間での電子入札実施件数を掛ければ、削減額がでます。
　　　　それと電子入札の負担金を比べれば、削減効果を求めることができます。

　　　②南伊豆町　「導入事例記事」、これは、導入を振り返っての担当者の記事です。
　　　　実務担当者を、対象とする資料です。
　　　　読み物風になっているので、とっつきやすい・読みやすい資料にしてあります。

　　　③「市長会・町長会配布資料」、これは　首長（市長さんや町長さんなど）を対象にする資料です。
　　　　平成２５年から毎年２月に、共同利用の進展報告として市長会等に配布しています。
　　　　ここには、利用開始市町の状況と電子入札導入時の効果が記載しれています。

　はい、
　ここからパワーポインの資料に戻って説明します。

　　東部の市部状況も、様々な事情を、かかえていました。
　　しかし、電子入札の負担費用は、市町間を人口で、費用を案分しているため、
人口の多い市が利用を始めれば、人口の少ない町は、負担が下がることになります。
　そこで、東部地区　市にＨ２５に利用開始してもらうべく、それぞれの事情を考慮しつつ促進活動を行いました。

　　　★①熱海市は、　H25年度　財政再建計画終了とのことでしたので、新規事業の始め時と考えました。
　　　　　　　★→　再建計画がおわるなら新しいことを始めるチャンスとして効率化のアピールを行いました。
　　　★②御殿場市は、住民票コンビニ公布開始との報道していたので、割合、他市状況を気にしていると考え、
　　　　　　　★→　3市（御殿場市 伊東市 熱海市）が入ると人口カバー率95％をアピールして、「乗り遅れるな感をアピール」しました。
　　　★③伊東市は、県内で唯一、別途、県で共同利用している「しずおか電子申請（LgwanSaas 汎用受付システム）」を、利用していない団体です。
　　　　　　　　　また、利用に必要な費用は、年数万とききました。
　　　　　　この理由としては、「使わないシステムには費用を少額でもかけたくない」意向があるとのことでした。
　　　　　　しかし、これは、裏返すと、費用対効果が明白で、実際に使えるシステムなら、逆に乗ってくることになります。
　　　　　　　★→　費用対効果を説明。実際に使えるシステムであることをアピールしました。

　ただ、市で最後に残った★牧之原市については、市長の特別な理念（「顔の見える入札制度」市長）により、
訪問説明もできない状態のため、他の市が利用開始して、1市のみ未利用にして様子をみることにしました。

　平成24年度末からおこなった、先ほどの③「市長会と町長会配布資料」の配布も、いづれ効果がでるだろうと考えました。

そのＨ２４年度の促進活動の結果、Ｈ２５年度には、
　３市　　熱海市・御殿場市・伊東市が、共同利用を開始することになりました。

　Ｈ２５年度の利用促進ポイントとした団体が
　　★河津町さんです。ここは、南伊豆町と交流が盛んです。
　　河津町は、人口も工事件数も少なく、この町の利用は、他町への好材料になるとも考えて、説明訪問をしました。

　　別の背景として、
　　技術管理課長が、河津町　住民であり、のちの下田土木所長で、この地区で顔が広いこともあり、積極的に訪問アピールしたのです。
また、お手元の南伊豆町の①から③の資料も大いに活用しました。
　★



•第2期システム平成２６年度から平成２７年度まで

■平成１７年度運用開始（5）
■平成１８年度運用開始（6）
■平成１９年度運用開始（9）
■平成２０年度運用開始（14）
■平成２１年度利用開始（17）
■平成２２年度利用開始（21）
■平成２４年度利用開始（22）
■平成２５年度利用開始（25）
■平成２６年度利用開始（26）
■平成２７年度利用開始（28）
■平成２８年度利用開始（30）
■平成２９年度利用開始（32）

共同利用の推進

Ｈ27.5.1現在
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物品や入札参加資格申請の方向性

牧之原市

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
★結果として、Ｈ２６年度には、
★河津町が、共同利用を開始ました。
Ｈ２６年度の、共同利用促進ポイントは、
　★河津町や南伊豆町を事例をもとに、再度、残りの伊豆地区への訪問や説明資料の送付をおこないました。

Ｈ２６年度の利用促進の結果として
Ｈ２７年度は、
★東伊豆町と
★清水町が、共同利用を開始することになりました。
今年の促進ポイントは、
　残りの小山町・川根本町・松崎町・西伊豆町を訪問し、
★物品や入札参加資格申請ついても方向性を説明しました。

また、市長会への資料の効果か。
最後に市で唯一残る★牧之原市が、訪問依頼と利用開始の意向を伝えてきました。
★



•第2期システム平成２８年度から平成２９年度まで

■平成１７年度運用開始（5）
■平成１８年度運用開始（6）
■平成１９年度運用開始（9）
■平成２０年度運用開始（14）
■平成２１年度利用開始（17）
■平成２２年度利用開始（21）
■平成２４年度利用開始（22）
■平成２５年度利用開始（25）
■平成２６年度利用開始（26）
■平成２７年度利用開始（28）
■平成２８年度利用開始（30）
■平成２９年度利用開始（32）

共同利用の推進

Ｈ27.5.1現在
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川根本町

松崎町

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
★Ｈ２８年度の共同利用開始は、
★牧之原市と
★小山町が、利用開始する予定となりました。

Ｈ２９年度には、
★松崎町と
★川根本町が、利用開始する予定となりました。
　　この二つの町には、インターネットのブロードバンドの整備が終了するという背景もあります。

以上が、Ｈ２４～Ｈ２９第2期システムの共同利用促進活動の経緯です。
★





共同利用促進へのポイント

• 相手の状況を十分調査する。

ネットワーク整備状況、財政状況、考え方ets

• ステークホルダを落とす資料（3つの武器）

実務担当・財政担当・首長

• 国・市町の傾聴と計画的なシステム運用

法改正、技術システム動向、市町の要望を計画的に
ストーリ展開（LGWAN、公表用設計書、物品、入札参
加資格申請）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これら共同利用の推進を振り返ると、いくつかのポイントがあったように思います。こ
こからは、そのポイントについて説明します。
★市町の置かれた状況は、様々です。　
　★ネットワークの整備状況、財政状況、電子化の考え方など
　　例えば、
　　川根本町は、インターネットのブロードバンド化が、問題化（住民投票リコールなど）して、有線網から無線ＬＡＮ網に変更するといった経緯がありました。
　　熱海市は、財政再建計画を完了直前でした。
　　東伊豆町は、（財務事務）バックシステムの更新時期を迎えていました。
　　このように、各市町には様々な状況があり、その状況を踏まえて、説明したり、訪問することが重要だということです。

★市町には３人のステークホルダがいると思います。「実業務担当者」、「財政担当者」、「首長」です。
　・★実業務担当者は、実際に入札業務を行っている担当者たちです。ここが動かないと、話は絶対動きません。自分たちの仕事が楽になる事をアピールしなければなりません。
　　これには②南伊豆町の導入事例記事　を使いました。
　・次に財政担当者です。お財布を握っているところです。
　　ここには、財政として費用対効果を考える方たちがいます。ただ、市町の場合、入札業務課と財政担当が、同じ課や近い部署（総務部門）にいることがあります。これは幸いしました。
　　　①③資料を説明すると、例えば、以下の声が上がりました。
　　　　「費用対効果が明確なら利用しない理由はない。やるべきでしょ。」（財政課長）
　　　　「人口カバー９５％、もう時期でしょう」（総務課長）
　・首長は、市長、副市長、町長など、住民や社会動向に敏感な、トップです。
　　まわりの市町との違いの分かる記事と費用対効果が分かる資料が必要で③を使いました。
　　これを、根気強く、市長会等での　配布資料を毎年配布（3年間）しました。
　結果として、
　　→　牧之原市は、最後の市になっていることを実感したようです。
　　→　清水町は、町議からの指摘があり、利用開始の契機となりました。

・★最後に、国のIT政策や法改正、市町動向を常に情報収集（傾聴）して、
　★それを踏まえた上で、計画的にｼｽﾃﾑ運用に反映していく必要があるということです。
これらをストーリ的に展開（先手　先手をうっていく）することは、市町に安心感をあたえるようです。
　これについては、
いくつかの事例トピックがあるので、次で事例トピックとして紹介したいと思います。
★




ネットワーク整備

入札開札

入札参加者 発注者電子入札システム

入札書

ＤＢ ＤＢ ＤＢ

LGWAN
ルータ化
１００Mbps

ＩＤＣインターネット
（ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ未整備）
川根本町・松崎町・

西伊豆町

ＬＧＷＡＮ
（遅い 0.1Mbps）
→ 1Mbps

H27-28
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ整備

「ふじのくに自治
体情報ネットワー
ク」の整備
100Mbps

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　まず、一番目の事例トピックとしてシステムを巡るネットワーク整備があります。
　本県では、発注者側のネットワークであるLGWANの回線が細く、増強の必要がありました。
　そこで、県の情報主管課との連携し段階的に増強を行っていきました。
★まずは、LGWAN第3次整備が国の方で進行していため、それに合わせて
　　平成24年 ５月に　IDCと県を結ぶ回線において　１００Mbps化とルータ化を行いました。
　さらに、県の情報主管課と連携して、県と市町間のさらなる増強を図りました。
　　例えば、
　　　H25.08　電子入札共同利用運営委員会　「市町要望書」という形で　→　県の情報主管課　電子県庁課　に要請文書を上げ。
　　　H25.10　市の担当にご助力いただき、市長会を等して　次年度の県予算の要望に盛り込んでもらったりしました。
　その結果として、マイナンバ対応にも必要ということで

　　　H26年度　「静岡県行政経営研究会（市町　総務部長の会合）」の部会で増強決定され、

★平成27年１１月　県と市町　「ふじのくに自治体情報ネットワーク」　１００Mbpsで結ばれることになりました。
これは、大幅な１００倍への増強です。

　一方、インターネットのブロードバンド未整備地区（西伊豆地区と山間部）が本県市町には、あります。
　★これも、県情報主管課の協力で、ブロードバンド整備が行われることとなり、
H27-28　川根本町　松崎町　西伊豆町　整備となりました。

これにより、受注者側のインターネットのネットワーク環境が整うことになります。
先ほどの、松崎町や川根本町の利用開始は、この影響も大きいかったと思われます。

　また、この様な経緯を、実際の未利用市町訪問において、説明をすると、
ストーリ性が見えて、安心されるようです。★




物品電子入札導入
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湖西市

御前崎市

下田市

三島市
富士市

愛知県共同利
用で

物品電子入札
実施

神奈川県

物品電子入札
実施

山梨県

オープンカウ
ンタID＆PSW

実施
物品を電子入札で

行いたい。
→オープンカウンタ

IDとPSWで実施
（Lgwan Saas）

PPSを電子入札で行
いたい。

→工事システムの

委託に工種で建設
関連物品を追加

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
2番目の事例は、物品電子入札導入についてです。
　本県は、物品電子入札では遅れており、
　★愛知県では、共同利用で行われ、
　★神奈川でも行われ、
　★山梨でもオープンカウンタのID PSW方式で行われており、
つまり周りを、取り囲まれている状況です。

　この状況の中で、共同実施の愛知県と隣接する浜松市では、電子入札を望む声があがり、切実となってきました。
★
　一方、PPS（小規模電力）の入札において、遠方にある受注者が参加しにくいので、電子入札で行いたいとの要望が
富士市より上がってきました。
★
そこで次のようにしました。
★



物品等への電子入札対応

• 工事システムの流用

工事システムの委託工種に、 建設関連物品（電力、
設備、機械、ets ）を追加

• 浜松市の申出機能追加方式で単独追加

H27年度よりオープンカウンタ件数従量方式 ID・
PWD方式のみで、Lgwan-Saasを導入

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
★浜松市の要望にたいしては、共同利用の規則を改定して、参加団体の申出により独自の機能を付け加えることを可能にする仕組みを設けました。
これにより、費用さえ負担すれば、独自に浜松市が物品電子入札を行う事が可能となりました。
★あとは、費用を安くするため、一番必要とされる機能に絞ることで費用を抑えました。
　具体的には、件数従量費用制のLgwan-Saasを導入し、少額オープンカウンタのみでスタートしました。
　これだと受注者は、ID　PWSのみであり、負担が少ないメリットもあります。

　次に、富士市の要望に対してです。
　これに完全対応するには、入札金額も高く、受注者もICカードで物品電子入札が必要になります。
　新たにシステムとして、導入するには費用が高額にものになってしまいます。
★そこで、工事システムを流用して、電子入札を行えないかと考えました。
　
★具体には、工事システムの委託の工種に、建設関連物品（なになに）を追加して、電子入札で行うものです。
　電子入札の仕組み流れは、物品でも委託でも、同じになります。
　ただ、物品特有な、単価による入札は出来ないので、総価によるものとして、内訳書で単価を見るようにします。
　このようにして、各市町の判断で、規則や要項を変える事で、工事システムを物品電子入札に流用可能としました。
★





電子入札システムポータルサイト

• トップページ http://www.cals-shizuoka.jp/ec/

電子入札システムへの入り口のホームページです。工事関連と物
品に振り分けています。「静岡県電子入札」で検索

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これらにより、現在の、静岡県共同利用電子入札システムポータルサイトは、このように、
物品と工事に分けた構成になっています。インターネットで、「静岡県電子入札」　で、検索すると出てきます。
★




入札情報サービス（ＰＰＩ）の活用

・入札後 情報公開請求による設計情報公開

↓
急増

事務量の増大

↓
・入札結果のﾌｧｲﾙ添付機能で公開設計書の提供

↓
今後動向を見ながら公開情報を検討

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次は　3番目　最後の事例で、ＰＰＩ　入札情報サービスの活用です。
★近年、入札後に公文書の情報公開制度を利用して、
★設計情報公開を求めてくる事例が多くなっています。
★これは、事務量としてバカにならないものとなっています。

★そこで、公開用の設計書を定めて、ＰＰＩで添付ファイルとして、入札結果で公開できる仕組みを整えました。
★　今後は
★　動向を見ながら、公開情報の中身（添付ファイルの内容）を見直していくことになると思います。

実際の画面イメージは、こんな感じになります★



入札情報サービス（ＰＰＩ）の活用

①ダウンロードボタン押下に
より、公表用設計書が取得で
きる。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これが、ＰＰＩの入札結果画面です。添付ファイル機能がついています。
案件の結果に、入札公告と同様に、添付ファイルをつけることが可能となっています。
その機能を、今回は、公表用設計書（ＰＤＦ）の公開に活用した事例となります。
　なお、この入札結果へのファイル添付機能は、県として必要な機能であったため、
県が費用を全負担して追加しました。市町は費用負担無で利用可能としました。

公表用設計書のダウンロードボタンを押すと、★
★
★このような、公表用設計書　ＰＤＦ　が開きます。

以上　３つの事例トピックをお話しさせていただきました。
次は、最後に、今後について、お話します。★



これから

・ 共通番号制への対応
法人番号 １３ケタ への対応（活用） が始まる。

静岡県 ７ ００００ ２０２２ ０００１

→利活用に向け積極的に対応。（H28 ＰＰＩ での企業名称へ 番号併記）

・ コアシステムへの要望
― Ｊａｖａからの脱出。

― ＩＥからの脱出。

― 番号制や法令改正など制度変更への柔軟な対応。

― 電子ならでは積極的機能拡張。

・ 次期システム（第3期 平成３０年度）
挑戦的：入札参加資格申請―資格共同審査―電子入札―電子契約―電

子請求を、Ｌｇｗａｎ－Ｓａａｓで。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・法人番号制
★10月5日に法人番号公表サイトが開設されました。
　10月26日より順次、法人番号の登録・公表が開始されています。
★ちなみに、静岡県は、７　００００　２０２２　０００１　番　です。
　法人番号と基本３情報の利用は、個人番号と違いその利用は、原則自由です。
　すなわち、法人番号とは、「利用共有する番号」といえます。
　法人を特定できる皆の共通認識番号となります。
　ただ、法人番号は、事業所単位ではなく、法人単位のため、
委任事業所も入札参加資格で扱う、自治体にとっては十分とはいえません。
　活用するには、法人番号に対して子番号等を割り振る必要があります。
　今後活用が進むにつれ、さまざまな改善･変化があると思われます。
　★それらを、注視しながら、積極的に対応していきたいと思います。
　H28年度は、PPIでの企業名称への併記機能を計画しています。

つぎに、次期システムついてです。
現在、稼働している第２期システムは、
　県が、ハードウエアを調達して、データセンタに設置しており、県がシステムを所有しています。
　すなわち、「オンプレミスの利用者を限定したプライベートＬｇｗａｎ－asp」といえます。
　近年のシステムは、自治体クラウドという形で、「持たない（所有しない）システム」となりつつあります。
　また、電子入札に関連するシステムとして、
　　入札情報サービス、
　　入札参加資格申請システム（審査含む）、
　　電子契約システムがあります。
　これらのシステムも、クラウドで提供されている傾向にあり、システム間連携も進んでいます。

　一方、総務省の電子入札システムでは、物品一般役務において、
公告・入札契約・請求・支払まで、すべて電子で行い始めています。

　これらの状況を踏まえ、次期　第３期システムにおいては、

★かなり挑戦的ではありますが、これら周辺システムもすべてクラウドでの利用をめざし、
まずは、ＬＧＷＡＮ上のクラウドであるＳａａｓに切り替えたいと計画しています。

最後に、いくつかコアシステムへの要望をして終わりにしたいと思います。
★１位番目として、電子入札システムでは、Ｊａｖａを使用しており、特にクライアントのＪｒｅについては、
頻繁にバージョンアップが、行われ、自治体としては、毎回その対応に、当らねばならず。
　負担となっています。
　なんとか、Ｊｒｅを使用しない方法か、常に最新バージョンで使用できる方法で、実装していただけたらと、思います。
　難しいとは、思いますが。

★また、ＩＥについては、Win１０では、Egeという別ブラウザが登場しています。
　それ以外のサポートブラウザ（クローンやファイヤーフォックスなど）を増やしていただきたいと思います。
　また、Egeについても、方向性について、出来るだけ速やかに、決めていただきく思います。

★今回の法人番号対応や建設業法の改正などと同様に、
　今後、起こると思われる同様の事態には、コアへの反映を、柔軟かつ速やかに行っていただければと、思います。

★建設工事関連については、電子入札システムで行い２０年近くが経過しました。
　電子入札が一般的となってくると、紙でなく、電子で入札を行う特有の要望も出てきています。（一斉メール送信機能など）
　これら電子ならではの要望・機能について、積極的な機能拡張を行って欲しいと、思っています。

★



説明は以上です

ご清聴ありがとうございました。

静岡県 交通基盤部

技術管理課 岩井
ﾒｰﾙ：gijyutsukanri@pref.shizuoka.lg.jp

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
以上、これで、私の講演を終了いたします。
ご清聴ありがとうございました。

ご質問等ありまいしたら、おねがいします。
また、メールに質問していただいても、結構です。
<m(__)m>
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